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はじめに 

 
・ 小田原市水道事業は昭和１１年の給水開始以来、５期にわたる拡張事業を

実施してきた。 
・ 現在、水道普及率は９６％を超え、平成２６年度末の給水人口は１７万

６，６５８人、平成２６年度の一日平均配水量は５万９，８１８㎥となっ

ている。 
・ 人口減少、節水機器の普及、節水意識の向上等により使用水量は減少傾向

にあり、水道料金収入は減少の一途をたどっている。 
・ 平成２０年度に「おだわら水道ビジョン」を策定し、翌年度には小田原市

水道料金審議会を設置し、平成７年以降据え置かれている水道料金の改定

について審議した。その結果、水道料金の値上げはやむを得ず、平均 
１８％の引上げが妥当であるとする答申があったが、平成２３年３月に発

生した東日本大震災による社会経済情勢の悪化を考慮し、料金改定を見合

わせた。 
・ 平成７年以降、料金を据え置きながら事業運営を継続するため、委託化の

推進などによる経営合理化に努め、人件費などの経常経費を削減してき

た。 
・ 今後も水需要の増加が見込めない中で、水道施設の耐震化や更新などへの

多額の投資が不可避となっている。 
・ 小田原市水道料金審議会では、平成２６年度改定の「おだわら水道ビジョ

ン」に基づき、水道事業の現状、事業化計画、財政状況と今後の見通し、

料金のしくみ、改定率などについて慎重に調査、審議した。その結果、水

道事業が与える市民生活、経済活動への影響等を十分に考慮した上で、次

のとおり意見が集約されたので答申する。 
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第１ 答申事項 

 
１ 料金改定 
・ 水需要の動向、施設の状況及び水道事業の経営状況から判断すると、水道料

金の値上げはやむを得ない。 
 
２ 料金改定率 
・ 料金算定期間を平成２９年度から平成３３年度までの５年間とする。 
・ 料金改定率を平均２０．８４％とする。 
 

３ 料金改定の時期 
・ 現在の経営状況から判断すると、早急に料金改定を行う必要があるが、市民

周知の期間の確保や水道料金徴収システムの改修にかかる期間等を考慮し、

平成２９年１月とする。 
 

４ 料金体系 
 
（１）基本料金 

・ 水需要の増減に収入が影響されにくい料金体系とするため、料金収入

に占める基本料金の割合を高める。 
・ 基本料金に付与する水量を２か月２０㎥から１６㎥に引き下げる。 

 
（２）従量料金 

・ 負担の公平性と安定的な料金収入確保の観点から、大口使用者に負担

が偏っている従量料金の逓増度を緩和する。 
 

（３）用途別料金体系 

・ 将来の口径別料金体系への移行も見据え、家庭用と事業用の単価差を

縮小する。 
  



3 
 

５ 水道料金表（案） 
・ 水道料金表（案）については、次のとおりとする。 
 

（２か月当たり、単位：円、税抜） 

区分 改定後 現行 

用途 段階 水量区画 単価 水量区画 単価 

家
庭
用 

基本料金 16㎥まで 1,640 20㎥まで 1,220 

従量料金 

(1㎥につき) 

17㎥～   20㎥ 15 
21㎥～   30㎥ 80 

21㎥～   30㎥ 110 

31㎥～   40㎥ 130 31㎥～   40㎥ 100 

41㎥～   60㎥ 170 41㎥～   60㎥ 140 

61㎥～  100㎥ 200 61㎥～  100㎥ 180 

101㎥～ 205 101㎥～ 190 

事
業
用 

基本料金 16㎥まで 1,720 20㎥まで 1,340 

従量料金 

(1㎥につき) 

17㎥～   20㎥ 15 
21㎥～   30㎥ 115 

21㎥～   30㎥ 140 

31㎥～   40㎥ 150 31㎥～   40㎥ 125 

41㎥～   60㎥ 170 41㎥～   60㎥ 145 

61㎥～  100㎥ 205 61㎥～  100㎥ 180 

101㎥～  600㎥ 235 101㎥～  600㎥ 220 

601㎥～2,000㎥ 250 601㎥～2,000㎥ 245 

2,001㎥～ 260 2,001㎥～ 260 

浴
場
用 

基本料金 200㎥まで 4,600 200㎥まで 4,600 

従量料金 

(1㎥につき) 
201㎥～ 40 201㎥～ 40 

臨
時
用 

基本料金 16㎥まで 10,400 20㎥まで 8,800 

従量料金 

(1㎥につき) 
17㎥～ 430 21㎥～ 365 

共
用
栓 

基本料金 16㎥まで 1,640 20㎥まで 1,220 

従量料金 

(1㎥につき) 

17㎥～   20㎥ 15 
21㎥～ 80 

21㎥～ 110 
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第２ 審議経過 

 
・ 水道料金は、「公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下

における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保すること

ができるものでなければならない」（地方公営企業法第２１条第２項）とさ

れている。 
・ 水道料金の改定について検討するため、「１財政計画の策定」「２料金水準の

算定」「３料金体系の設定」の順に審議を行った。 
 
１ 財政計画の策定 
・ 料金算定期間を設定し、水需要などの見込みを立て、その前提条件に基づく

水道事業の経営計画を策定した。 
・ 将来の収支の見込み（財政計画）を立てた。 
 
（1）料金算定期間の設定 

・ 水道料金の安定性、期間的負担の公平などの要素を考慮し、料金算定

期間は平成２９年度から平成３３年度の５年間とする。 
 
（2）需給計画の策定 

・ 過去の実績等から、収支の見込みの前提になる水需要等を推計した。 
 
（3）経営計画の策定 

・ 水道事業の現状と課題を整理した上で、水道事業の経営の計画とし

て、水道施設の耐震化や更新といった事業化計画の妥当性を確認し、

その財源を設定する資金計画について検討した。 
ア 水道事業の現状と課題 

（ｱ）水道施設の更新・耐震化の状況 

・ 小田原市の水道施設は、高度経済成長期に整備されたものが多く、

経年劣化が進んでいる。 
・ 水道管の破損による断水や道路の陥没、施設の破損による給水の停

止など、市民生活や経済活動に大きな支障を来す恐れがある。 
・ 平成２３年に発生した東日本大震災では、広範囲に甚大な被害を及

ぼした。今後も大規模地震が複数想定され、地震発生時の応急給水

拠点となる浄水・配水施設や、管路の耐震化を早期に図ることが求

められる。 
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・ ２９箇所の施設のうち耐震基準に適合する施設は５箇所にとどまる。

管路については、口径７５ｍｍ以上の水道管６０７ｋｍのうち、国

の耐震基準を満たす管路は１７４．８ｋｍあり、耐震化率は 
２８．８％である。 

・ 施設、管路とも耐震化が進んでいるとは言い難い状況である。 

（ｲ）水需要の減少 

・ 人口減少、生活様式の変化、節水意識の向上等により、家庭用の水

需要が減少している。 
・ 長引く経済の低迷から、企業はコスト削減に努め、事業用の水需要

も減少傾向にある。 
・ 水需要の減少に伴い、料金収入も年々減少しており、料金回収率は

１００％を下回っている。これは、水道水を供給するための費用が

水道料金で賄えていない状況を表している。 
（ｳ）企業債による負担 

・ 設備投資にかかる財源を確保し、世代間負担の公平性を図る観点か

ら、企業債を活用してきた。 
・ 料金収入が減少する状況下では、企業債残高が横ばいだとしても、

将来世代の負担が相対的に重くなる。 
・ 過去には、公的資金補償金免除繰上償還の制度を活用し、高利債を

繰上償還して残高を削減した。 
・ 県内の水道事業体では、小田原市は企業債残高の割合が高い。 

（ｴ）内部留保資金残高の減少 

・ 過去１０年間、２０億円前後の資金を確保してきたが、耐震化や更

新を進めた結果、１６億７千万円まで減少した。 
・ 今後はさらに資金が減少することが見込まれ、不測の事態に対応す

るため、一定額程度の資金確保が必要である。 
（ｵ）経営の効率化 

・ これまで業務委託による人員削減などで経費削減を図ってきた結果、

職員数は、ピーク時の半数以下まで減少した。 
（ｶ）収納率の向上 

・ 未収金の回収に努め、収納率は９９．９０％と高い水準になってい

る。 
イ 経営計画 

（ｱ）事業化計画 

・ 今後の耐震化や更新は、水道ビジョン改定時に策定した事業化計画

に基づき、計画的に行う。 
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・ 平成４６年度までの耐震化率は、浄水施設が５７．０％、配水池が

８７．０％、管路が３７．１％という数値目標を掲げ、事業費は、平

成２７年度から平成３６年度までの１０年間で約１５１億円、その

後の１０年間で約１５０億円が見込まれている。 
・ 大規模地震に備え、重要なライフラインである水道の安全性が求め

られており、この事業化計画は妥当なものと評価した。 
（ｲ）資金計画 

・ 企業債発行の抑制によって企業債残高の縮減を図り、財政的に安定

した水道事業の運営を行うことが必要である。 
・ 資金計画における企業債借入額の設定にあたり、過去５年間で残高

が約１０．７億円減少しており、繰上償還の影響を除いても約 
３．１億円減少していること等を考慮する。 

 
（4）財政目標の設定 

・ 料金算定期間において最低限確保すべき財政目標を次の３点とした。 
ア 単年度黒字の維持 

・ 収益的収支で単年度黒字を維持する。 
イ 内部留保資金残高の確保 

・ 不慮の事故や災害等が発生した場合に備える費用約３億円、事業収

入の有無にかかわらず支出しなければならない企業債の支払利息約

２億円、元金償還金約７億円など、約１２億円を最低限確保する。 
ウ 企業債残高の縮減 

・ 企業債借入額を元金償還額の範囲内に抑制し、企業債残高を減少さ

せる。 
 

（5）財政収支の見積り 

・ 需給計画を前提として、経営計画を実行する場合の収支の見込みを立

てる。 
・ 収支の各科目については、過去の実績等から適切な条件を設定した。 
 

２ 料金水準の算定 
・ 財政収支の見積りが均衡していれば、現状の料金水準は妥当であり、均衡を

欠いていれば、料金水準の見直しを検討する必要がある。 
・ 財政収支見積りの条件設定や財政シミュレーションの結果を検討し、料金水

準を算定した。 
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（1）財政シミュレーション結果 

ア 現行料金の場合 

・ 平成２８年度及び平成３０年度以降に収益的収支が赤字となる。 
・ 平成３１年度以降には内部留保資金もマイナスとなる。 
・ 財政目標を達成できないことから、料金改定を検討する必要がある。 

イ 料金改定を実施した場合 

・ 平均２０．８４％の料金改定を実施すれば、財政目標を達成した上

で、事業化計画の実現が可能となる。 
・ 料金回収率は平成３３年度に９３．７４％となり、「原価割れ」の状

態について、一定の改善が図られる。 
・ この改定率をもって料金改定を実施することが適当である。 
 

（2）料金改定の時期 

・ 財政シミュレーションの結果から判断すると、早急に料金改定を実施

することが望まれるが、市民周知や水道料金徴収システムの改修にか

かる期間等を考慮し、改定時期は平成２９年１月が適当である。 
 

３ 料金体系の設定 
・ 料金収入の総額を、どのような配分で使用者に賦課するかという方法である、

料金体系について検討した。 
・ 料金体系は、受益者負担の原則から公正な費用負担を求めるものであり、ま

た、安定収入を確保できるものでなければならない。 
 
（1）料金体系の現状 

・ 小田原市では用途別料金体系を採用し、基本料金と従量料金からなる

二部料金制である。 
・ 基本料金と従量料金の割り振りは、固定的経費を全て基本料金とする

のが最も安定的な料金体系であるが、固定的経費が約９割を占めてお

り、基本料金が著しく高額となることから、基本料金の低廉化を図っ

ている。 
・ 基本料金内に一定水量を付与し、この水量内であれば定額料金とな

る。これは、公衆衛生の向上を目的に導入されたが、水道の普及に伴

いその目的はほぼ達成されている。 
・ 従量料金は、使用水量が増えると単価が高くなる逓増型で、これは、

水需要が増加していた高度経済成長期に、水需要を抑制し、また生活

用水の低廉化を図るために採用された。 
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（2）料金体系の課題 

ア 基本料金 

・ 今後も料金収入は減少を続けることが見込まれるが、使用水量の減

少は直接固定的経費の減少につながらないため、基本料金の割合が

低い現行の料金体系では、必要な固定的経費を賄うことができなく

なる。 

・ 世帯人員の減少などにより、基本料金に付与している水量以内の小

口使用者が増加傾向にあるが、この水量内では、節水の効果が料金

に反映されないなど、基本料金に付与している水量のあり方が課題

となっている。 

イ 従量料金 

・ 水需要が減少し、施設整備が「拡張」から「維持管理」に転じている

中で、拡張事業に伴う費用負担の多くを大口使用者に求める根拠が

小さくなりつつある。 
・ 大口使用者の水利用の合理化等により単価の高い区分の使用水量が

減少しており、逓増度の高い料金体系は安定経営の面から課題とな

っている。 
ウ 用途別料金体系 

・ 生活用水に対して低廉な料金を設定する一方、負担能力の高い用途

に対して高い料金を設定する用途別料金体系は、負担の公平性の観

点から課題がある。 

 
（3）見直しの方向性 

・ 料金体系の現状と課題を踏まえ、次のとおり見直しの方向性を定め

た。 
ア 基本料金 

・ 水需要の増減に収入が影響されにくい料金体系とするため、料金収

入に占める基本料金の割合を徐々に高める。 
・ 基本料金に付与する水量を、下水道使用料や県内の水道事業体の状

況を参考に、２か月２０㎥から１６㎥に引き下げる。 
イ 従量料金 

・ 負担の公平性を図る観点から、小口使用者にもコストに見合った負

担を求める。 
・ 安定した料金収入を確保するため、従量料金の逓増度を徐々に緩和

する。 
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ウ 用途別料金体系 

・ 将来的には個々の給水原価を反映した客観的公平性が確保できる口

径別料金体系の導入が望ましい。 
・ 料金水準の大幅な見直しに併せて、料金体系も変更することは、使

用者に混乱を招きかねないため、用途別料金体系を維持することは

やむを得ない。 
・ 将来の口径別料金体系への移行も見据え、家庭用と事業用の単価差

を縮小する。  



10 
 

第３ 付帯意見 

 
１ 料金改定の市民周知 
・ 水道料金のしくみ、財政状況、事業化計画などについて積極的に広報活動を

行い、水道料金の値上げについて市民の理解が得られるよう説明責任を果た

すこと。 
 

２ 料金体系の見直し 
・ 負担の公平化や収入の安定化が図られるように、継続的に料金体系を研究し、

対応していくこと。 
・ 口径別料金体系について、その有効性について検討すること。 
 
３ 水道料金の定期的な見直し 
・ 長期にわたる料金の据え置きは、改定時において大幅な改定率につながるこ

とから、今後は、５年を目処に、経営状況や社会経済情勢などをよく踏まえ

た上で、適正な料金の見直しを行うこと。 
 

４ 水道施設の耐震化、更新事業の計画的な実施 
・ 水道施設の破損による断水は、市民生活や経済活動に大きな影響を与えるこ

とから、施設の耐震化事業や老朽管の更新事業を早急かつ計画的に行うこと。 
 

５ 経営の健全化 
・ 企業の撤退や水道離れが懸念される中で、今後もさらなる経営の合理化、効

率化など、一層の経営の健全化に努めること。 
・ 将来の包括委託等の導入も視野に入れつつ、従来の委託範囲の拡大など、民

間活力の導入について、引き続き検討すること。ただし、健全な水道事業を

持続するための長期的な視点を踏まえた適正な人材の確保に努めること。 
 
６ 広報の充実 
・ 水道事業の現状や課題について、広報誌、ケーブルテレビ、インターネット

などを活用し、市民に理解を得られるような取り組みを進めること。 
・ 水道水の安全性、低廉性、重要性等を PRすること。 
・ 水道料金は、下水道使用料と併せて２か月分を徴収していることから、負担

感が大きくなりかねないため、料金徴収のしくみを分かりやすく周知するこ

と。 
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７ 水道料金収入の増加に向けた取り組み 
・ 市の魅力を高めることによる人口増加策や企業誘致策など、水需要の増加に

つながる施策を推進すること。 
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■ 審議経過 
 

開 催 日 審  議  内  容 

第１回 平成２７年 
７月２４日 

・水道料金改定について（諮問） 
・水道事業の沿革と概要について 
・前回（平成２１年度）審議会の答申について 
・施設見学（高田浄水場） 

第２回 ８月 ６日 ・施設見学（高田浄水場、中河原配水池、久野 
配水池、小峰配水池） 

第３回 ８月２６日 ・おだわら水道ビジョンについて 
・水道料金のしくみについて 

第４回 １０月 ２日 ・現行料金の分析 
・財政計画の策定 
・料金水準の算定 

第５回 １１月 ６日 ・料金体系の設定 
第６回 平成２８年 

１月１４日 
・料金体系の設定 
・答申に向けた検討事項 

第７回 ３月２９日 ・答申書（案）について 
第８回  ・答申書（案）について 
 

■ 委員名簿 
（敬称略） 

氏  名 組織・役職名等 備  考 

◎ 茂庭 竹生 東海大学名誉教授 工学博士  

○ 向山 謙治 公益社団法人日本水道協会 調査部調査役  
 川辺 武友 川辺会計事務所 税理士・社会保険労務士  

 関野 次男 小田原市自治会総連合 理事  

 川口 博三 小田原市自治会総連合 理事  

 椎野 雅之 小田原箱根商工会議所 観光飲食部会  

 上村 純正 小田原箱根商工会議所 工業部会  

 川瀬 貴美子 小田原市地域婦人団体連絡協議会 会長  

 畠山 洋子 公募市民  

 田淵 薫 公募市民  

◎会長、○副会長 


